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自治基本条例等審査特別委員会会議録 

 

平成２５年２月５日 午前 ９時３０分開会 

 

１、出席委員は次のとおりである。 

     １番  八 木 橋  義  則  君 

２番  友  成  克  司  君 

     ３番  大  井  賢  治  君 

     ４番  三  田  源  幸  君 

     ５番  小  寺    進  君 

６番  大  西  勝  博  君 

７番  大  平  逸  男  君 

９番  藤  本  光  行  君 

    １０番  楢  﨑  忠  彦  君 

１１番  置  田  武  司  君 

１２番  重  山  雅  世  君 

 

２、欠席委員は次のとおりである。 

 

 

３、本会議に出席従事した職員は次のとおりである。 

事 務 局 長  衣  川  秀  敏 

事 務 局 主 査  森    英  幸 

 

４、説明員は次のとおりである。 

町     長  椿  原  紀  昭  君 

副  町  長  岩  田  美  春  君 

経 営 企 画 課 長  佐 々 木    学  君 

経営企画課主幹  三  浦    匠  君 

経 営 企 画 課 

地域政策グループ統括  篠  田  孝  義  君 

経 営 企 画 課 

地域政策グループ主事  出  南    力  君 
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○委員長（八木橋義則君） おはようございます。議員の出欠状況は事務局長報

告のとおり定足数に達しておりますので、ただいまより自治基本条例等審査特別

委員会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。  
 日程第１、会期についてお諮りいたします。会期につきましては本日１日とい

たしたいと考えますがご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○委員長（八木橋義則君） 異議なしと認めます。よって会期は本日１日と決定

いたしました。  
 日程第２、付託議件審査。議案第７４号栗山町自治基本条例及び議案第７５号

栗山町総合計画策定と運用に関する条例を議題に供します。この２議案につきま

しては平成２４年第９回定例会において既に一括して提案理由の説明を受けてお

りますので、本日は２議案全体に関する質疑を受けてまいりたいと思います。ま

ず初めに議案第７４号栗山町自治基本条例についての質疑に入ります。  
質疑ありませんか。 

 楢﨑委員。 

○委員（楢﨑忠彦君） 自治基本条例についてお尋ねいたします。一昨年２３年

６月、公募町民２２人から構成されました栗山自治基本条例をつくる会が立ちあ

がりまして、昨年１０月３日栗山町自治基本条例骨子を提出されました。この間

つくる会が実施されました検討会議、研修会、各種団体との意見交換会、全戸対

象のアンケート調査等々、集約的に活動されたことに対して敬意を表するもので

あります。また町広報においてもみんなでつくる町の憲法というタイトルで２３

年７月号より今年度１月号で１３回となるシリーズで掲載され町民の皆さまに広

範囲に情報を発信されてきました。つくる会代表の高橋慎さんは広報１１月号で

栗山自治基本条例をつくる会の活動を終えてということで、このようなコメント

を寄せられています。前半にはつくる会の活動内容が書かれておりまして、最後

にハードなスケジュールでの作業でしたが１２名の委員全員に最後まで責任を持

って遂行してもらいました。栗山町民は伝統的に培ってきた住民自治や福祉・環

境・教育など他の自治体と比較しても誇るべき町民参加の気質がこの条例によっ

てさらに成熟していくことを確信しておりますというコメントを寄せられていま

す。行政も２５回以上町民説明会を開催され条例制定に向け積極的に取り組まれ

てきました。議会としてもつくる会また町長との一般会議の中で意見交換も行っ

てきました。これらの経緯のもとで２点質問をさせていただきます。  
 １点目は第８章住民投票の箇所です。これは議会でもいろんな意見があって一

般会議でも意見の分かれたというかいろんな意見が出た箇所ではないのかなと思

います。この住民投票の項目には「町長は」ということで、町長に関しては議会

の議決を経て住民投票を実施することができるということになっております。そ
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して参考として議会、議員並びに町民は地方自治法にのっとって対応していただ

くということに、本文には書かれていませんけれども、参考としてそのように記

載されております。ちなみにこの参考のところに住民のうち選挙権を有する者が

地方自治法第７４条の規定によりと、第７４条は第５章の直接請求、条例の制定

及び監査の請求という項目のところに総数の５０分の１以上の者の連署をもって

ということで地方自治法に記載されております。また議員は第１１２条にその旨

が記載されておりますけれども、この条例、骨子は町民参加と情報公開というこ

とが２本の柱にうたわれております。私は町民参加の最終議決権は住民投票にあ

るのかなという思いをしているわけです。ここで町長だけが議会の承認を経てと

いうことになっておりますけれども、議会並びに町民に関してはこの条例にうた

わなかったと、それで地方自治法にゆだねるということが参考として書いてあっ

たのですが、これについての、町長だけということにあえて絞ったのか、それと

も議会並びに町民に対しては条例の中になぜ組み入れていかなかったのかという

ことがまず１点。  
 それからもう１点は公益通報という部分ですね、今これだけ情報化社会になっ

ていろんな情報が入ってきます。当然行政にとっていい情報、不都合な情報、止

めておきたい情報いろんな情報が入ってきていますけれども、例えばお隣の江別

市でも公益通報が自治基本条例に組み込まれておりますけれども、公益通報につ

いては条例手腕の中で議論が内部であったのかないのか、その２点についてまず

お尋ねいたします。 

○委員長（八木橋義則君） 楢﨑委員の質疑に対する答弁に入ります。 

 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） まず１点目の第８章住民投票第２３条でござい

ますが、この第１項でこの文章の主語が「町長は」ということで町民並びに議会

が含まれていないというご質問だったかと思いますけれども、一応私どもとして

は、ここの条文につきましてはあくまでも実施主体の整理をしたということでご

ざいます。ですから議員がおっしゃられますとおり、この住民投票実施に向けた

発議につきましては解説欄にも記載をさせていただいておりますが、町長そして

議会そして町民それぞれが直接請求なり条例の提案こういったものが出来るよう

な自治法上はそういう規定になってございます。あくまでもこの発議を受けまし

て住民投票を実施する主体としては町長が実施をすることになるという理解のも

のとここの第２３条につきましては、そういう整理の中で主語を「町長は」とい

うような整理をさせていただいたということでございます。  
それと２点目の公益通報の関係でございますが、これにつきましては私どもも

この自治基本条例の構成を考えていく上で先進自治体の条文等も色々と比較をし

ながらこの自治基本条例の案を策定してきたというような経過の中で協議は行政
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内部としてはいたしました。ただ、この公益通報の関係につきましては、これか

らの自治基本条例の見直しの中でもし必要であればその時点で判断をして条例に

盛り込んでいくというような考え方でありまして、まずはこの公益通報の条例な

りそういったものをまず町としてきちんと整備をしたうえでこの自治基本条例に

次の見直しの時に盛り込んでいくかどうかという判断をさせていただきたいとい

う考え方でございます。 

○委員長（八木橋義則君） 楢﨑委員。 

○委員（楢﨑忠彦君） 住民投票に関しましては、「町長は」という主語はあくま

でも実施主体が町長ということで地方自治法ではそれぞれ議会また住民投票条例

の発議ができるということでそれは地方自治法にゆだねるというお話でしたけれ

ども、私も自治基本条例を制定されたいろんな自治体を学習しました。それで住

民投票例条例の比較をいろいろしましたけれど、やはり先進的な取り組みといっ

てもいいと思うのですがそれぞれ条例に記載しているのですよね。例えば柏崎市

は選挙権を有する者の総数５０分の１の連署をもって、また議会の議員から議員

定数の１２分の１以上の賛成を得てと、多摩市、名張市、豊中市、大和市いろん

なところが市民投票、それと市長は、市民はということでそれぞれ項目を設けて

この条例に記載をしているというところが数多く出てきているということで、本

来的にはこういうような取り組みがあり、条例に上げてしかるべきなのかなと、

一般の町民はなかなか地方自治法ということに関してもそんなに理解はしていな

いと思うのですよ。条例に組み込まれて初めてその意味が理解できて、そういう

条例が初めて住民投票と中に条例が組み込まれて認識すると、地方自治法に記載

されているからいいですよということにはならないのかと思うのですけれども、

その辺についてお尋ねをいたします。  
○委員長（八木橋義則君） 楢﨑委員の再質疑に対する答弁に入ります。 

 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） 再度の質問にお答えいたしますが、私どもも個

別設置型の規定を設けている自治体の条文も調べたりいたしましたが、ほとんど

の自治体の中で、ここでは実施主体を規定している市町村が多いということでご

ざいまして、あくまでも発議につきましてはそれぞれの自治法の中でそれぞれ整

理をされているということでございまして、私どもの考え方といたしましてはこ

この２３条ではあくまでも実施主体を述べているというような整理でございます

ので主語は「町長は」という規定にしてございます。ちなみに北海道では下川町

だとか、美幌町あるいは道外では草津市こういった先進的なところも住民投票の

実施に関する条項についてはあくまでも実施主体である市長並びに町長という整

理の中で規定をされているというようなことでございます。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員。 
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○委員（重山雅世君） この第８章の住民投票の部分ですね、同僚議員の質問に

もありました、実際上は参考とういう中に発議者を書いてあるという形になって

いますが、これ実際上はどうなのでしょうか、発議者も含めて条文化するという

点では無理があるのでしょうか。というのは住民参加の条例なわけですから、当

然住民が発議してという想定はできると思うのです。それから議会のほうは地方

自治法で規定もありますから特に住民の発議に対してはしっかりと条文に載せる

べきではないかなと率直に感じるということと、それと議会の議決を得ないと住

民投票すらできないというか、究極の住民参加の手法と言われている住民投票の

分野で議会の縛りをあえてするという点ではむしろ全国的な自治基本条例をつく

った自治体の流れの中では、どちらかというと常設型、議会の議決がなくても出

来るよという常設型の方が多いように思うのですが、その点での検討という点で

私は議会の議決がなくても一定の要件を満たしていれば住民投票ができるという

仕組みにした方がいいのではないかなと率直に思うわけですが、その点での答弁

をお願いします。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員の質疑に対する答弁に入ります。 

 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） まず１点目の第２３条の規定の中に発議者を含

めて条文を整理したらどうかというご質問だったと思いますが、確かに他の自治

体では発議者を含む、自治法で規定されている内容をそのまま自治基本条例の住

民投票の規定にそれぞれ記述していくというような自治体もございます。ただ私

どもとしては先ほど来申し上げておりますとおり、あえてその発議者までこの条

例で規定するものではなくてあくまでも実施主体をここできちんと整理をすると、

そして解説の中にその発議の関係についてはきちんと記述をしているわけですか

ら、そういったような中で整理をさせていただいたということでございますので

ご理解をいただきたいと思います。  
 それともうひとつ常設型の住民投票制度について行政側の検討といいましょう

か、町民の意見を踏まえた中での検討をされたのかどうかというところを含めて

のご質問かと思いますが、私どもとしてはこれまで町民への説明会等でも申し上

げておりますとおり、最終的にはこの住民投票制度というのはあくまでも二元代

表制、間接民主主義こういったものを補完する最終的な住民参加の手法ではあり

ますけれども、あくまでも代表者でございます町長と議会の適切な判断による町

の意思決定を基本とすると。その前提としてはやはり町民参加、情報の共有こう

いったものを前提とするものでございますが、そういった中で二元代表制の現行

制度のもとできちんと住民投票が住民投票に値するかどうか必要があるかどうか、

そういったことをきちんと判断をした上でこの住民投票を実施するべきであると

いう考え方のもと個別設置型ということで今回提案をさせていただいたと。さら
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に議会基本条例の中でも個別設置型の規定がございますので、そういったものも

十分検討を両方させていただきながら個別設置型で提案をしたということでござ

います。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員。 

○委員（重山雅世君） 実際上は住民投票をするための運動をされていた市だっ

たのですけれども、東京都を含めてですね。そういう市民団体の方々の声を聞い

て、いろいろ検証も言った中では議会の否決によって住民投票が出来なかったと

生の声も聞いてきているわけですね。そういう中では決して、例えば東京都の場

合は原発を設置するかどうかというものは住民投票で決めてくださいと、原発の

是非を問う住民投票ではなかったのですが、こういう大事な問題は住民投票にゆ

だねるべきではないかという住民投票だったのですが、私はそういう点では都民

の声は聞くべきだったのではないかなと、でも実際上ははっきり言ってセレモニ

ー的な感じの中で、委員会の中では可否同数で委員長の否決で、それから本会議

の中ではほとんど質疑もない中でたくさんの署名が無視されたと、そういう憤り

の声も実際に聞いてきたわけで、こういう大事な問題については議会の意思決定

がなくてもやれるという、本当の意味での住民参加という点での保障という点で

やはり常設型のほうがいいのではないかなと、こういう点でははっきり言って先

ほどの発議者もこの条文化するべきだという点では私と理事者側との意見は相違

していると思います。ですからあえてここでまたということにはならないのかも

しれませんけれども、私自身はやはりこの気持は強いです。ですからやはり常設

型で議会の議決がなくても町民の一定の要件が満たされればやるべきだというよ

うな考えを持っているわけですが、各地の運動などの経緯も見た中で行政として

どのように思われるか再度答弁願います。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員の再質疑に対する答弁に入ります。 

 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） この住民投票制度の個別設置、常設、この関係

につきましては私どももつくる会との議論、また町民との議論そういった中でい

ろいろメリット、デメリットを検証しながら今回個別設置という判断をさせてい

ただいたということでございます。今重山委員がおっしゃられますとおり住民が

発議をしてそれが議会の議決がなければ当然住民投票を実施することができない

ということが実際には事例としてあるのは私どもも存じておりますし、またスピ

ード感についてもなかなか個別設置型の場合は難しい部分があるというようなデ

メリットも整理をさせていただいております。ただ今回の提案に当たりましては

本来二元代表制の制度下における合意形成、こういったものが最終的な町の判断

としては重要になってくるというようなことがございます。ただその判断をする

に当たっては先ほど申し上げましたとおり、前提として町民参加と情報の提供、
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共有こういったものをしっかり行った上で住民投票の実施の判断をしていくとい

うのが今の制度下における一番いい形として個別設置型というような判断をした

ところでございますので、私どもの考え方はそうでございますが今重山委員がお

っしゃられたような考え方も当然あろうかと思いますが、行政側としては個別設

置というようなところでございますのでご理解をいただきたいと思います。  
○委員長（八木橋義則君） 置田委員。  
○委員（置田武司君） 今の住民投票のことなのですが、佐々木課長の答弁も重々

理解をしつつ、ただ、自治基本条例そのものが町の憲法であり町民の権利と役割、

議会と行政の役割と責務を明らかにしながら最高のものをこれ以上にないものを

作ろうとするときにこの条文の中、住民投票の部分の中では直接民主主義、同僚

議員もおっしゃったとおり、やはり町民が栗山町の運命をかける問題に対して、

例えば町村合併あたりの時に住民の発議によってそれが２分の１なのか３分の１

なのかそれは検討しなければならないことがありますけども、やはりそこには直

接住民自治の最高たるをきちんと担保する中では、やはり条文の中に地方自治法

の中で担保されているとすれば担保されているわけですから、常に常設型という

ふうな判断をされる方も学者の中にはいらっしゃいますし、やはりこれから今後

進んでいく道の中では、住民投票、しょっちゅう住民投票があってはたまったも

のではないのですが、やはり町民の発議によっては議会なりを通らなくても住民

投票ができるというようなことを常に住民の中に認識をしていただきながら行政

を進めていくということは、非常に今後のまちづくりの中でも大切なことであろ

うというふうに私は思います。是非とも、お願いをするというのはおかしな話な

のですが、佐々木課長の話も十分わかりますけれども、やはり発議内容としては

住民が大きな問題、重要な問題については積極的に関わると。しかも情報の共有

それから町民参加という大前提の２本の柱があるわけですから、そこの中には住

民、町民という大きなウェートがあるということを認識しながら進めていくこと

が大事なのではないかなというふうに考えます。住民投票の部分について今日は

最終ラウンドなものですから、何回か行政側とも質疑をした中でここにいたって

という気持ちも町長の中にはあるのだと思うのですけれども、その辺のところを

ちょっとお聞かせ願えればと考えますがよろしくお願いいたします。  
○委員長（八木橋義則君） 置田委員の質疑に対する答弁に入ります。 

 副町長。 

○副町長（岩田美春君） 重なるご質問、住民投票の関係でございますけども、

これについて先程から課長が申しておりますように、いわゆる二元代表制、間接

民主制を補完する制度ということのおさえの中でこの住民投票については諮問型

の条例だということが大前提にあるわけでございます。平たく言えばアンケート

的な位置付けになるのでしょうか。そんな中で個別型・常設型それぞれメリット・



 8

デメリットがございます。そんな中で私どもといたしましては、個別を選んだと

いうのは実施主体のこともありますけれども、常設型で心配されたのは対象者で

ありますとか、投票率の問題ですとか、いろいろと垣根を越えていかなければな

らない協議の段階がございますよね、そうすると決め方によってはよく言われま

すように濫用の問題も出てくるという中で地方自治法の７４条に決められた５０

分の１の投票の直接の連署をもって出たものを今問われております地方議会とい

いますか、その存在価値というか存在意義がそこできちんと果たして住民投票に

かけるべきかという判断を議会の中で十分協議をしていただいて、それぞれの問

題、これから想像もできない多種多様な問題がまちづくりにも出てくると思いま

す。その都度やるよりはやはりここでワンクッションおいて議会の中で住民投票

をするに値する内容なのか言うことをきちんと議論した中で実施すべきではない

かというようなことで、私どもといたしましては個別設置型ということで言い方

を変えれば、すべてが何でも住民投票で解決すべきということではなくて、議会

の中で十分町側と議論して解決できる問題も多々あろうかということの中で私ど

もは個別設置型を選択しておりますので、ご理解をいただきたいと思います。  
○委員長（八木橋義則君） 大西委員。  
○委員（大西勝博君） 今お話されていた中で住民投票について昨年私どもも勉

強させていただきました。その中で１つ感じたのは個別型、常設型というお話で

すけれども、執行部の案の中で出された個別型で私はいいと思っております。と

いうのは１つは先ほど言われたように二元代表制の中でいろんな形の中で動いて

いるわけですけれども、住民投票に関してははっきり言えば栗山町というのは１

万３，０００人ほどの人口の中で動いている地方自治です。その中で議員として

も空気の読めない議員は私はいないと思っています。その中でこの住民投票の実

行する、しないは、その中ではっきり出てくると思います。ですから今執行部の

ほうから言われた話については個別型の住民投票で、この文章の中で「町長は」

ということで出されていますけれども、ただその中で議員、それから町民の方も

住民投票が発議出来ますよという条文は１項載せていただければいいのかなと思

っております。その流れの中で今後に向けてどういう形が出てくるかは、要する

に今後の見直しの中で実際にどういう形がいいのか、そして栗山として住民投票

が本当に常時出るものなのかなという気がしているのですよね。この前に情報の

公開だとか、今後自治基本条例の中でどんどん情報の公開がなされていくと思い

ます。その中で本当に町民の意見を聞かなければいけない、町民の発議を受けな

ければいけないような問題が実際に出てくるのだろうか。ただ担保として住民投

票はできますよというのが自治基本条例に上がっているのは必要だと思います。

ですからその部分についてはあれですけれども、ですから住民投票については条

文を考えて変更していただければいいのかなと思っているのですけれども。  
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○委員長（八木橋義則君） 大西委員の質疑に対する答弁に入ります。 

 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） 只今大西委員のほうから私どもの提案させてい

ただいた個別設置型の考え方にご賛同をしていただけるご意見が出されたと受け

止めておりますが、私どもも今言われたとおり同じような考え方でございまして、

やはりこの町を左右するような問題がそんなに想定される場面はないのかなとい

うふうに思っておりますが、やはりこの自治基本条例で個別設置にしても常設に

してもきちんと規定で定めておくことの意味が非常に重要なものがあるというこ

とで、この規定を載せさせていただいているというようなことでございます。で

すから住民投票の実施の有無、必要性こういったものについては町長そして議会

が町の今後のこともありますので、きちんと踏まえた上で実施の判断をするとい

うが一番いいこれからの方法ではないかなというふうに考えております。  
それと発議者の関係につきましては今言われたところもございまして、実際に

私どもは解説の中で整理をさせていただいているというようなところでございま

すが、既にこのような形で提案をさせていただいている後でございますので、こ

の取り扱いについては私どもの考え方は先ほど来、実施主体を整理したというこ

とでお答えさせていただいておりますので、その発議者を載せる、載せないの判

断につきましては、これから議会の皆様方のご判断の中で整理をされていくのか

なというふうに思っております。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員。  
○委員（重山雅世君） 今の大西委員の発言の中で今後の見直しの中で考えるよ

うな発言があったと思うのですが、議事進行で自由討議をしていただきたいと思

いますが。  
○委員長（八木橋義則君） 大西委員に対するものですね。暫時休憩にいたしま

す。  
休憩 午前１０時７分 

 

再開 午前１０時８分 

○委員長（八木橋義則君） 再開します。それでは議員間同士の自由討議に入り

ますので、この中で質疑がありましたら発言してください。  
 重山委員。  
○委員（重山雅世君） 今大西委員の質問の中で空気の読めない議員はいないよ

と、だから個別設置型でいいのだと、それと今後の見直しの中で考えるべきだと

いう発言があったかと思いますが、今後の見直しの中で個別設置型がいいのかを

見直すのか、それとも先ほど当局側から説明のあった発議者の部分を条例化する

という方向を見直したらいいのかその点でどのようなお考えなのかお尋ねしたい
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というか意見を求めたいと思います。  
○委員長（八木橋義則君） 大西委員答弁願います。 

○委員（大西勝博君） その件につきましては私が思っているのは個別型だとか

常設型だとかという住民投票に関する部分で、そういう話ではなくて、この中で

住民投票の自治基本条例に出される部分で住民と議会の発議ができますよという

条文に修正が必要でないですか、修正していただきたいということなのですよね。

ですからどういう形であろうと、例えば住民投票ということが出たとします、そ

の中で町、議会それから住民の方もその中で発議ができますよということから始

まると思うのですよね、住民投票というのが。そうした中で最初に判断される時

に町長というか行政側が悩んだ場合に住民投票という発議もあるでしょうし、そ

れから議会の中で１２分の１というものもあってそれで発議が出来ますよと、住

民の方も５０分の１の署名があって発議が出ますよと。例えば住民の方が５０分

の１の方が住民投票をやりましょうという発議がされたと、そしたらその時に議

会から否決されたとかそういう問題ではなくて、ですからその時にそれぞれの地

域その中で１２名の議員さんがそういうことは分かると思うのですよね。そうい

う中でそういうルールにのっとるのはやはり必要なことですし、そういうことで

言っているわけで、見直しというのは自治基本条例総体にしてもこれから検証し

ていかなければならない、実際はただできただけでオーケーですよというもので

はないと思うのですね。ただその中でまだ今まで一度も経験していないことに関

してその中でどっちが正しいとか正しくないとそういう問題ではないと思うので

す。ですから実際にそういう場になった時に見直しというのが当然出てくるわけ

ですし、普通ならことがあれば変えていかなければいけないわけですから、そう

いうことに関しては、あまりがんじがらめに今の段階ではするべきではないと思

っております。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員。  
○委員（重山雅世君） 大西委員の今のお話の中で私は今後の見直しという中身

ですね、それは住民投票の結果を受けてそれで条例を見直すとそういう意味合い

なのでしょうか。ちょっとそこのところが理解しづらいというか、やったことが

ないから、だからがんじがらめにするべきではないという点では、逆に言うとが

んじがらめという点では個別型のほうががんじがらめになるのではないですか。

ここで想定される、例えば住民投票が想定されるという解説、町政に関する重要

事項、町全体に重大な影響を与え、または与える可能性があって住民間又は町と

住民の間に重大な意見の相違が認められる状況にあるもの、例えば市町村合併、

町の存立など、それから大規模公共事業の実施などと具体的に書かれていますよ

ね。それでこういう問題が、例えば想定した問題があって、住民投票を実施する

場合に、これが市町村合併の場合例えば住民の側からの発議がありました、でも
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それも個別型であれば住民の発議そのものに対して議会は否決出来るわけですよ

ね。議会の議決を得て住民投票をするかどうかという点では。そういう点では逆

にいうと町民を縛ることになるのではないですか。特にこういう意見の対立があ

る場合には議会だけで決めるのではなくて住民に戻す、それが本当の住民自治の

あり方ではないですか。私はそのように考えるのですが。  
○委員長（八木橋義則君） 大西委員。 

○委員（大西勝博君） そのことについて、これは見識の違いだと思います。と

いうのは今そのように言われておりますけれども、結局考えれば住民から発議さ

れたものに関して議員さんが何らかの理由もなしに否決することにはならないと

思います。ですからそれがやはり町民として一緒に考えていく中で考えるとそう

いう状況ばかりを考えてはいけないと思います。ですからその中で言えば私が思

っているのは議会、町、それから町民の方もそうですけれども、どこかでフィル

ターをとおしてないと何でもかんでも住民投票に持っていくのだよという考えで

いられると、町自体の中での住民の皆さん町民の皆さんの感覚としてどうでしょ

うかということなのですよね。どこかで実行しますよという判断をするところを

どこかで止めておかないと、ただ自由にできますよということではこれはちょっ

といけないと私は思っています。  
○委員長（八木橋義則君） 重山委員。 

○委員（重山雅世君） 自由にできるというのではなくて、あくまでも意見がす

ごく町民自体が分かれているよとそういう問題の時でなかったら何でもかんでも

住民投票になんていうことを言っているわけでは、現実的にそんなことはあり得

ないですよね。町の将来を決めるような大事な案件で住民同士の意見が分かれて

いるだとか町側と議会との対立があるだとか、そういう時が住民投票を想定でき

るわけですよね。ですから議会の議決というフィルターを付けなければそういう

問題がどんどん出てくるということにはなっていかないと思うし、住民の、実際

上は議会で否決されたという例では逆に言うと住民との温度差と議会との、先ほ

ど空気の読めない議員はいないとおっしゃいましたけれども、実際上は言い方悪

いですけれども、空気の読めない議会によって否決されて住民の声が、住民投票

すらできなかったという例が各地で生まれているわけですから。ですから私は先

ほども言っているように常設型にしたからといって住民投票がそんなしょっちゅ

う出るそういうような事態ではないと思います。そのための常設型ですから。常

設型にすることによって住民投票がしょっちゅう出るよということではなくて、

意見の対立したものについてはあくまでも住民にフィールドバックして住民自身

に決めてもらおうではないかと、そのための住民投票ですから。その部分につい

てはフィルターをかけるべきではないというのが私の考え方です。  
○委員長（八木橋義則君） ほかに重山委員の考え方に対する質疑ある方はおら
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れますか、ほかの議員の方で。  
〔「なし」と言う人あり〕 

○委員長（八木橋義則君） ほかになければ自由討議を終わらせていただきます

けども、よろしいですか。  
〔「異議なし」と言う人あり〕  

○委員長（八木橋義則君） それでは質疑に戻ります。藤本委員。  
○委員（藤本光行君） 冒頭遅れまして大変申し訳ありませんでした。今話題に

上っている住民投票の件ですけれども、ちょっと１つ考え方を変えた面での質問

をさせていただきたいのですが、執行部側の言っている二元代表制にある程度住

民の考えがあっても最終的には判断をゆだねるという考え方は大変よく分かりま

し、理解できるところでございます。そこでこういう考え方がなかったのかちょ

っとお聞きしたいのですが、自治法に保障されている発議の方法で５０分の１で

住民がもしくは発議をすると、その点について執行部側も議会側も精査をしてや

ったけれども議会は否決をしましたと。となると住民投票は実施されないわけで

すけれども、その過程を見た中で住民の方々がまたそれはちょっと議会はおかし

いのではないのということで５０分の１というハードルを５分の１、３分の１と

いうふうに上げることが必要だと思いますけれども、多くの町民がその否決の議

決を受けた上でまたその議決はおかしいということで住民投票をしてくれという

直接的な住民投票、そういう考え方があったのかどうかをちょっとお尋ねします。

これはちょっと変わった常設型になると思いますけれども。  
○委員長（八木橋義則君） 藤本委員の質疑に対する答弁に入ります。  

経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） 今藤本委員がおっしゃられました二段構えの少

し変則的な常設型の形かなと思いますけれども、私どもの議論の中ではそういっ

たような議論をした経過はございません。あくまでも個別設置か常設かというと

ころで議論をこれまで進めてきたということでございまして、先ほど来申し上げ

ておりますが、常設型にするとやはり一定規模以上のある程度厳格なものにしな

ければならないということで、その要件もたぶん３分の１だとか４分の１だとか、

すごくハードルの高いものになるということで、それだけ町民の皆さんにパワー

を使わせてやるべきことなのかどうかというところもしっかりと議論をしたつも

りですし、５０分の１という個別設置であればその後の手続きについてスピーデ

ィな判断を議会の中でしていただきながら本当に実施の必要性等について議論し

た上で町民のほうにお答えをしていくというような、きちんとした整理ができれ

ば、十分に住民参加そして住民の理解を得た住民投票制度ということになるので

はないかというような考え方のもと、今回はこういう整理をさせていただいたと

いうことでございまして、今言われた二段構えの形については議論をしてござい
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ません。 

○委員長（八木橋義則君） 藤本委員。 

○委員（藤本光行君） 先ほどからいろんな議論を聞いているわけですが、自治

基本条例を作るにあたっては最高のものを作りたいと、住民参加を全面に押し出

したいと。その思想が高くて私は理解できますし、賛同するところでもあるので

すが、先ほど同僚議員が言いました、究極の住民参加という意味では自治法で住

民発議ができると、栗山町でいえば５０分の１ですよね、栗山町の有権者で５０

分の１といえばの百数十名ということになるかなと思いますけれども、そのハー

ドルは非常に低いと思います。だから住民投票をやりたいということの議案があ

ればそれは結構発議的には、実際にやる人はなかなかいないでしょうけれども、

発議することはそんなに難しいことではない。それは町が受けて議会にこういう

ことで出ましたということで議会にかけるわけですけれども、それがやみくもに

濫発というか、それでは住民投票しましょうということにはもちろん百何十人の

意見ではならない。当然議会が否決することもありうると思います。それは対極

的にみた中で、全員で考えてですね。それでも先ほど言った重要事項に関しまし

ては割れることがないとは言えないという想定のもとで条例をつくるというか、

あってはならないことなのかもしれないですが、そういう発議をして議会が否決

したという流れの中で町側から見てどうしてもそれはおかしいのではないかとい

うようなことがおきないとも限らないということで、その上で、最初から高いハ

ードルを入れるのでは無理があると思いますけれども、否決した後に高いハード

ルを越えてでもやはりやりたいという時にはオートマチックに住民投票ができる

という方法も僕としては住民参加の究極の形としてはあってもいいのかなという

ふうに考えていますけれども、そういう検討はなされていなかったという回答で

したので、質問にはならないと思いますけれども、そういうことで、つくる会の

ほうでもそういう考えはなかったのかどうかだけでも最後によろしくお願いいた

します。 

○委員長（八木橋義則君） 藤本委員の再質疑に対する答弁に入ります。  
経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） この住民投票の関係につきましては、つくる会

の中でも相当議論を交わされた項目でございますが、やはり非常に自治基本条例

自体が町民参加と情報の共有・提供の中で、そしてそれを前提とした町長と議会

の適切な判断によって町の意思決定をしていくというのが基本的な基本条例の考

え方の中にあるものですから、イレギュラーではないですけれども、そういった

中で町の意思決定はされていくべきものであって、この住民投票、究極の町民参

加の手段であるといわれている住民投票自体の規定が必要かどうかというところ

からしっかりと議論をしたという経過がございます。ただ、つくる会の中ではど
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ちらにするかの決断は出ないという中で行政のほうに結果はゆだねるというよう

な判断があったということでございます。先ほど来、出ております二段構えの関

係につきましては二段構えになる前の段階で５０分の１の発議があって議会のほ

うで例えば否決をされたということが実例として出てきた場合、そこはしっかり

とその否決をした理由について町民の皆さんに理解を求めるそういった手続きが

必要なのかなというふうに考えておりますし、そこで全ての問題が終わるという

ことではなくて、そういったことに町民の皆さんが疑問、課題そういったものを

感じて発議をされるわけでございますから、それは１つの提言となるのか分かり

ませんけれども、町の課題、将来を見据えたものと取り扱いをしっかりした上で

否決した時点で終わるということではなくてこれからのそういうものを課題とし

てしっかり議論をしていくひとつの題材にはなるのではないかなというふうに考

えております。 

○委員長（八木橋義則君） 友成委員。 

○委員（友成克司君） 同じ住民投票の件でございますけれども、私この条例の

前文の中に「町民、議会、行政がそれぞれの役割を尊重し」という文章がありま

す、その以前に「町民一人一人が自治の主体であることを認識しつつ町民、議会、

行政がそれぞれ役割を尊重し合う」という文言がございます。それがこの住民投

票自体の議決を経てということに関連しているのかなと私は認識をさせていただ

いているところであります。そこで今各委員が質問いたしました議会、住民を組

み入れるか入れないかという問題だと思うのですが、たまたま大西委員の再質疑

の時の課長の答弁の最後、私ちょっと聞き取れなかったのですが、もう一度改め

て説明していただきたいと思います。最後の言葉です。よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（八木橋義則君） 経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） 住民投票の第２３条の関係でございますが、私

どもの考え方は発議の関係につきましてはそれぞれ法令にゆだねるところでござ

いますので、あくまでも栗山町の自治基本条例の住民投票の規定につきましては

実施主体、こういったところを規定に盛り込んでいるというような考え方でござ

います。ですからそういった考え方のもと今いろいろと今の法令、自治法をまた

同じようになぞるといいましょうか、二重の形で規定をきちんとして町民の皆さ

んが自治法を改めて見直さなくても発議の要件が分かるような自治基本条例の条

文にすべきではないかというような各議員さんのご意見もございました。ただ私

どもが前段申し上げましたような考え方で既にご提案をしているという立場でご

ざいますので、今の段階でそこを行政側が修正をするとか、そういったようなこ

とにはならないわけでございますので、あとは議会のご審議の中でご判断をして

いただきたいというふうに先ほど答弁を申し上げました。  
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○委員長（八木橋義則君） よろしいですね。  
○委員（友成克司君） はい。 

○委員長（八木橋義則君） そのほかにございますか。  
〔「なし」と言う人あり〕  

○委員長（八木橋義則君） ないようですので、次に議案第７５号栗山町総合計

画策定等に関する条例についての質疑に入ります。質疑ありませんか。  
 置田委員。  
○委員（置田武司君） 総合計画でございますが、基本計画の第７条、基本計画

は条文を読みますと「原則として前期４年の実施計画及び後期４年の展望計画に

より構成し、前期実施計画期間中の４年目に議会の議決を経て後期実施計画を策

定します」という条文なのですが、昨年の１１月に経営企画で当初議会案の中に

総合を策定する云々に対して当該年度以外の年度において町長が何か無理からぬ

ことがあって交代をした場合については新たな総合計画を策定するものという当

初計画の第８条、議会側の当初計画の第８条にございまして、それが今回提案さ

れたました基本計画の中には入っておりません。これは期間が８年で実施計画４

年、展望計画４年ということに対する任期に対応されていることですし、町長の

選挙公約を政策に反映されることを狙いにしているわけでございます。従って町

長に、あまり考えにくいのですが、事故あっての対応に対しては新たに総合計画

案を策定するのかどうか、そこだけお知らせ願いたいと思います。  
○委員長（八木橋義則君） 置田委員の質疑に対する答弁に入ります。 

経営企画課長。 

○経営企画課長（佐々木学君） 今ご質問のありました基本計画の第７条の関係

でございますが、確かに前期実施計画期間中の４年目に議会の議決を経て後期実

施計画を策定するというようなところに条文上はとどめてございます。ですから

通常の町長の公約につきましては、総合計画を策定する当初の段階と前期実施計

画期間中の４年目、これも町長の任期が終了し次の公約の反映というようなとこ

ろで、区切りとしてはこういったような形になるのかなというふうに考えており

ます。ただ、今ご質問をされたとおり総合計画を策定する、または前期実施計画

期間中の４年目に後期の展望計画を実施計画に見直すと言ったような以外の年度

で町長が交代をするケースもやはり想定はしなければならないのかなということ

では私どもも検討はしておりましたが、なかなかこの総合計画自体町長が変わっ

ても普遍性という部分ではこの総合計画は基本的なものとして計画自体はそうい

う普遍性を持ち合わせているということもございますので、そういったものを配

慮しつつ、また町長の交代の時期、あるいは計画の進捗状況だとか、社会経済情

勢等々を踏まえましてその時点で見直しを行って処理をするのか、あるいは新し

い総合計画をまた新たに策定をし直すのかそれはその時の情勢で判断をするとい
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うことでここでは原則として４年目に後期実施計画を策定するというようなとこ

ろにとどめているということでございますのでご理解をいただきたいと思います。 

○委員長（八木橋義則君） いいですか。  
○委員（置田武司君） いいです。 

○委員長（八木橋義則君） ほかにございませんか。 

〔「なし」と言う人あり〕 

○委員長（八木橋義則君） ないようですので、質疑を打ち切りたいと思います

が、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（鵜川和彦君） 異議なしですので質疑の打ち切りをいたします。  
本日の会議はこの程度にとどめ閉会いたしたいと思いますがご異議ございませ

んか。  
〔「異議なし」と言う人あり〕 

○委員長（八木橋義則君） 異議なしですので、本日の会議はこれをもちまして

閉会いたします。ご苦労様でした。 

 

閉会 午前１０時３５分 


